
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

広島湾再⽣推進会議では、市⺠の皆様と⼀緒に広島湾の将来について考え、⾏動していくため、
「広島湾さとうみ創⽣コミュニティ」の会員を募集します。 
 本コミュニティでは、広島湾再⽣のための将来ビジョンや、恵み豊かな広島湾をつくるアイデ
アを出し合い、それを実現するための様々なプロジェクトを実施します。 
 つきましては、下記の要領にて会員募集を⾏いますので、ぜひご応募下さいますよう、お願い
申しあげます。（詳しくは、別紙の登録要領をご覧下さい。） 
 

応募対象： ・広島湾をはじめとする瀬⼾内海域の環境を守りたい⽅ 
・広島湾域の⾃然や歴史を活⽤した賑わい・交流に関⼼のある⽅ 
・海のレジャーや海の幸に関⼼のある⽅ 

       ※「個⼈会員」、「団体会員」、「キッズ会員（⼩・中学⽣）」の応募ができます。 
 
  応募開始：平成３０年１⽉３１⽇ 
  

HP アドレス（広島湾さとうみ創⽣コミュニティ会員応募フォーム）： 
       http://www.cgr.mlit.go.jp/chiki/hiroshimawan/com/ 
 

応募⽅法：ＨＰの「広島湾さとうみ創⽣コミュニティ会員応募フォーム」にアクセス頂き、
必要項⽬をご記⼊の上、送信するか、または「登録申込書」にご記⼊の上、ＦＡ
Ｘか郵送でお申し込み下さい。 

 
 
 
 

豊かな海を 

次世代に繋げよう！ 

新たな価値を創り出すネッ

トワークをつくろう！ 

多様な生物が棲む 

里海を創りだそう！ 

［お問い合わせ］   広島湾再生推進会議 事務局 佐々田・吉持 
（国土交通省 中国地方整備局 企画部 広域計画課）  

〒730-8530 広島市中区上八丁堀6番30号 
TEL：082-511-6120, FAX：082-511-6359 

E-mail: hwancom@cgr.mlit.go.jp 

広島湾さとうみ創⽣コミュニティの会員を募集します！

私たちの広島湾を次世代へ 

QR コードから応募が出来ます。↑ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

「広島湾さとうみ創⽣コミュニティ」について 

取り組みイメージ

◆広島湾再⽣推進会議は、平成 29 年 3 ⽉に「広島湾再⽣⾏動計画（第⼆期）」を策
定しましたが、広島湾の再⽣にあたっては、広島湾に関わる市⺠・NPO、企業、
研究機関、漁業関係者、⾏政等の多様な主体が共に連携・協働し、取り組みを進
めていくことが必要です。 

 
◆そこで、⾏政だけ、⺠間だけでは解決困難な課題の解決策の検討を⾏うために、

多様な主体で構成される官⺠連携組織設⽴準備会（広島湾さとうみ創⽣コミュニ
ティ）を設⽴します。 

 

背景・趣旨

参加

プロジェクト
の実施

広島湾再⽣
の取り組みが

活性化

広島湾をよくしたい
個⼈・団体（募集）

官⺠連携
組織

・⾏政だけ、⺠間だけでは実現困難
な取り組みの実現

・⺠間のアイデアによる新たな取り
組みの創出

◆⾏政だけ、⺠間だけでは実現が困難な取り組みや、⺠間のアイデアによる新たな
取り組み（プロジェクト）を官⺠が連携して推進し、広島湾再⽣を効率的・効果
的に推進することを⽬指します。 

 

⽔質の
保全・管理

豊富な
⽔産資源

かき⽣産量
の維持

ごみのない
美しい景観

島しょ部などの
魅⼒向上と活性化

癒やしと賑わい
のある⽔辺

多様な⽣物が⽣息する広島湾
〜スナメリが遊ぶ海〜

多様な⽣物
の⽣息

個⼈や企業の発案による、
みなとのにぎわいイベント
の開催

企業との連携による新たなエコツ
アーや体験型観光プログラムの実施

企業の持つ技術を活⽤した、
⼲潟や藻場の再⽣事業、底質
改善事業などの実施

広島湾の海の幸のブランド
化による⽔産業の活性化

個⼈や企業の発案による、島しょ部の
歴史・⽂化を活⽤したイベントの開催

漁業者や企業、研
究者と連携した、
かき筏の材質改善
による海ごみの発
⽣抑制

豊かな海の実現に向けた、最
適なかき養殖量や⽔質に関す
る関係者間での合意形成

･･･官⺠連携による取り組みイメージ

⾏政と市⺠・NPO、企業等の連携による、
継続的な清掃活動や環境学習活動の実施

広島湾さとうみ創⽣コミュニティ
（将来の官⺠連携組織設⽴に向けた準備会）

各種プロジェクトの実施
例）海の幸PT

例）きれいで豊
かな海づくりPT

例）賑わい・交流
づくりPT

●●●PT

広島湾さとうみ
創⽣コミュニティ
での検討を踏まえ、
将来的に官⺠連携

組織を設⽴

会員登録（個⼈または団体）

ワークショップの開催

企業NPO

⾏政専⾨家 各種
団体

多様な主体の参画

個⼈


